
千葉市被保護者就労支援事業実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、被保護者就労支援事業（以下「事業」という。）の円滑な実施のた

め、必要な事項を定めるものとする。 

（事業の目的） 

第２条 この事業は、生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）に規定する被保護者の就労

が依然として困難である状況が続いていることを受け、稼働能力を有する被保護者に対し、

就労支援相談員（以下「相談員」という。）が、就労支援及び就労指導を行うことにより、

被保護世帯の自立を推進することを目的とする。 

（相談員） 

第３条 相談員は、各保健福祉センター社会援護課（中央保健福祉センター及び若葉保健

福祉センターにおいては社会援護第一課及び社会援護第二課。以下、「社会援護課」と

いう。）に配置する。 

 （就労支援検討会） 

第４条 就労支援検討会を設置し、支援対象者の決定及び本事業の進捗管理等を行う。 

社会援護課長、課長補佐、査察指導員、地区担当員及び相談員により構成される。 

    必要に応じて、その他の関係職員の参加を求めるものとする。 

 （支援対象者） 

第５条 支援対象者は、稼働能力を有する被保護者のうち、原則として支援によって就労

の可能性が高い者とする。 

 （支援期間） 

第６条 支援期間は、原則３か月とする。ただし、就労支援検討会の決定により、３か月

間の延長をすることができる。 

 （支援手順） 

第７条 支援手順は次のとおりとする。 

 （１）対象者の選定 

    地区担当員が就労支援対象者候補を選び、査察指導員と協議して選定する。 

 （２）対象者への説明 

    地区担当員は、相談員による就労支援を行う旨説明し、本人の意思確認を行う。 

 （３）支援検討票の作成及び提出 

    地区担当員は対象者の状況と、これまでの指導経過等を記載した、就労支援対象

者検討票（様式１）を作成し、相談員に提出する。 

 （４）支援の決定 

    相談員は、就労支援対象者検討票（様式１）の記載内容に基づき検討を行った上、



就労支援検討会を開催し、支援を決定した場合は、自立支援対象者名簿（様式２）

に登載し、支援方針の確認及び支援内容について決定する。 

 （５）支援開始 

    相談員は就労支援検討会で決定した内容をもとに、対象者との面接を行い、就労

支援台帳（様式３）を作成し具体的な支援を開始する。 

 （６）支援終了 

    就労が実現したケース、状況の変化により支援を中断するケース等については、 

   就労支援検討会を開催し、支援終了の検討及び決定を行う。 

（相談員の事業内容） 

第８条 相談員は、就労支援検討会において選定された対象者に対し、次の方法により、

就労支援を行う。 

（１）面接相談 

   相談員は、支援対象者と面接し、支援方針を確認の上、本人の職歴、希望等を聴 

  取し、就労支援台帳（様式３）を作成する。 

（２）情報提供 

   対象者個々の希望職種の求人情報について提供する。 

（３）公共職業安定所の活用 

   利用の手順について説明をするとともに、事前指導（服装、履歴書の書き方等） 

  を行い、必要であれば同行訪問を行う。 

（４）企業面接 

   服装、受け答え等の事前指導を行い、必要に応じ同行するものとする。 

（５）定着指導 

   就労を開始したケースで就労継続に不安がある者に対しては、相談等を継続して

支援を行う。 

（個人情報保護） 

第９条 相談員は、面接及び就労支援にあたり、支援対象者及びその関係者の身上に関し

て知り得た秘密をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない。 

 （支援状況の確認） 

第１０条 相談員は、支援を行うたびに、その支援内容を就労支援状況記録票（様式４） 

  に記入し、地区担当員及び査察指導員に供覧する。地区担当員と相談員は常に情報を共

有し、連携して指導を行い、査察指導員は必要な援助を行う。 

 （１）就労が実現した場合 

    相談員は、支援の結果、就労が実現した対象者については、就労支援状況確認票

１（様式５）を作成する。 

就労支援検討会にて、就労が安定するまで支援を継続するか、終了するか、また



継続するとした場合にはその期間について検討する。 

 （２）就労実現に至っていない場合 

    相談員は、一定期間（概ね３か月）支援しても就労に至らない対象者については、 

   就労支援状況確認票２（様式６）を作成する。 

  就労支援検討会にて、就労に至らない理由を明確にし、支援内容の検討又は支援

 終了について検討する。 

    なお、就労支援検討会にて支援継続とした者について、その後３か月就労支援を 

   行っても就労実現しない場合は、原則として、相談員による支援を終了し、地区担

当員に引き継ぐものとする。 

 （就労支援状況の報告） 

第１１条 相談員は、支援状況の集計を、就労支援状況報告書（  月）（様式７）にて

作成し、翌月７日までに社会援護課長まで報告するとともに、翌月１０日までに保護課

長に報告する。 

 ２ 相談員は、支援終了者について、就労支援終了報告書（様式８）を作成し、社会援護

課長の決裁を受ける。 

 

 附 則 

この要綱は、平成１８年４月３日から施行する。 

  附 則 

 この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則  

この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

   附 則  

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、平成２４年４月２日から施行する。 

 


